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【土木交通部】 単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【交通政策課】

鉄道整備促進事業費 △ 30,919 鉄軌道近代化設備整備費補助 △21,773

(319,366) 近江鉄道における橋梁改修、連動装置の改良等の設備整備に

対し支援する。

34,199 → 12,426

財 1,014 国庫補助採択事業費の減に伴う減額

繰 △ 19,000

○一 △ 12,933

【道路課】

道路関係公共事業 △ 1,383,000 １ 補助事業費 △1,383,000

(21,900,347) 12,711,347 → 11,328,347

(1) 補助道路改築事業費 △234,000

国 △ 733,700 2,670,000 → 2,436,000

国の内示に伴う減額

分 △ 10,882

(2) 補助踏切除却事業費 △60,000

起 △ 637,100 630,000 → 570,000

国の内示に伴う減額

○一 △ 1,318

(3) 補助道路特殊改良事業費 △100,000

790,000 → 690,000

国の内示に伴う減額

(4) 補助防雪事業費 △35,000

75,000 → 40,000

国の内示に伴う減額

(5) 補助特定交通安全施設整備事業費 △14,000

923,000 → 909,000

国の内示に伴う減額

(6) 緊急地方道路整備事業費 △940,000

7,309,000 → 6,369,000

国の内示に伴う減額
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単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

国直轄道路事業費負 144,044 国が直轄で実施する国道整備事業に対して、その経費の一部を

担金 (8,205,253) 法律の定めるところにより負担する。

8,205,253 → 8,349,297

地元負担金の決定に伴う追加

起 144,900

○一 △ 856

【河港課】

河川関係公共事業 △ 310,657 １ 補助事業費 △310,657

(7,909,479) 4,545,379 → 4,234,722

(1) 補助広域河川改修事業費

国 △ 144,430 3,117,000 → 2,842,000 △275,000

国の内示に伴う減額

起 △ 119,500

(2) 補助河川災害関連事業費

○一 △ 46,727 100,000 → 126,750 26,750

国の内示に伴う追加

(3) 補助河川総合流域防災事業費

570,000 → 460,000 △110,000

国の内示に伴う減額

(4) 補助河川障害防止対策事業費

45,379 → 92,972 47,593

国の内示に伴う追加

港湾関係公共事業 27,180 １ 補助事業費 27,180

(376,500) 376,500 → 403,680

(1) 補助港湾改修事業費

国 △ 2,754 376,500 → 403,680 27,180

彦根港における先行取得用地の再取得による増額

諸 29,050

起 900

○一 △ 16
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単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

単独港湾整備事業費 59,997 単独港湾整備事業費 59,997

(17,900)

17,900 → 77,897

分 2,640 彦根港における先行取得用地の再取得による増額

諸 58,297

起 △ 500

○一 △ 440

みずべ・みらい再生 12,000 琵琶湖の南湖を健全な生物生息空間、豊かな漁場に再生するた

事業費（南湖湖底環 (0) め湖底地形の調査を行う。

境改善事業に限る）

繰 12,000 0 → 12,000 12,000

補助土木施設災害復 381,859 国の内示に伴う追加

旧事業費 (668,167)

668,167 → 1,050,026 381,859

国 254,700

起 127,700

○一 △ 541

国直轄河川事業費負 国が直轄で実施する河川整備事業に対して、その経費の一部を

担金 △ 68,715 法律の定めるところにより負担する。

(1,141,000) 1,141,000 → 1,072,285 △68,715

地元負担金の決定に伴う減額

起 △ 92,100

○一 23,385
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単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【河川開発課】

補助河川総合開発事 △ 670,000 北川治水ダム建設事業費 △670,000

業費 (1,340,226) 猛禽類（クマタカ）調査を実施するための工事中断（立木伐採

等による改変を含む）に伴う事業費の減額

国 △ 368,500 931,443 → 261,443

起 △ 300,700

○一 △ 800

【砂防課】

砂防関係公共事業 146,179 １ 補助事業費 146,179

(5,326,642) 4,379,542 → 4,525,721

(1) 補助通常砂防事業費 171,000

国 59,973 1,492,000 → 1,663,000

国の内示に伴う追加

分 531

(2) 補助砂防総合流域防災事業費 △ 21,000

起 52,300 1,923,000 → 1,902,000

国の内示に伴う減額

○一 33,375

(3) 補助急傾斜地崩壊対策事業費 △ 203,544

580,000 → 376,456

国の内示に伴う減額

(4) 補助急傾斜地崩壊対策総合流域防災事業費 206,750

255,000 → 461,750

国の内示に伴う追加

(5) 補助砂防障害防止対策事業費（補助） △ 7,027

29,542 → 22,515

国の内示に伴う減額
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単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

国直轄砂防事業費負 7,121 国が直轄で実施する砂防事業に対して、その経費の一部を法律

担金 （64,212) の定めるところにより負担する。

64,212 → 71,333

地元負担金の決定に伴う追加

起 7,100

○一 21

【都市計画課】

都市計画関係公共事 △ 152,785 １ 補助事業費 △152,785

業 (1,450,170) 1,450,170 → 1,297,385

(1) 緊急地方道路（街路）整備事業費 △152,785

国 △ 207,350 978,000 → 825,215

国の内示に伴う減額

分 △ 34,377

起 90,300

○一 △ 1,358

単独都市計画街路事 △ 73,824 単独都市計画街路事業費 △73,824

業費 (195,000) 市街地の都市基盤である街路の整備を促進し、市街地交通の

安全と円滑化を図る。

195,000 → 121,176

分 △ 2,281 大津湖南幹線砂川大橋撤去に伴う国費返還額の減少に伴う減額

起 △ 4,500

○一 △ 67,043
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